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本誌特別調査

諸手当の支給実態  
 （労務行政研究所）

実務資料

2025年春季交渉に向けた
夏季一時金決定のための資料集

2024年
年末一時金の最終結果

施行直前 チェックリストで確認
改正育児・介護休業法の
実務対応

実務解説

就業規則の競業禁止規定のうち退職後の競業避止義務を定める部分は、禁止される業務の範囲が広範に過ぎ、公序良俗に反し無効
（アイ・ピー・コンサルティング事件　東京地裁　令6. 9.24判決）

労働判例

●前職を通じて築いた人脈を業務利用する中途採用者への取るべき対応
●休職期間中の計画年休の日はどのように取り扱えばよいか
●病気による体調不良でも出社する管理職に自宅待機を命じ、従わなければ懲戒処分を科すことは可能か
●テレワーク中の中抜けが多い社員に対し、テレワークの実施を制限することは可能か
●元部下に過度に干渉する定年後再雇用者に対し、個室での業務を命じることはハラスメントに当たるか
●退職代行サービスの利用を理由に退職金を減額・不支給とすることは問題か
●性別や年代を限定した特別休暇や福利厚生施策は問題か
●強迫性障害が疑われる社員にどう対応すべきか

相談室Q&A
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